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告
　
　
　
示

山
梨
県
告
示
第
三
百
九
十
九
号

平
成
二
十
八
年
十
二
月
定
例
県
議
会
に
お
い
て
認
定
さ
れ
た
平
成
二
十
七
年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及

び
各
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
並
び
に
当
該
決
算
に
係
る
監
査
委
員
の
意
見
は
、次
の
と
お
り
で
あ
る
。

平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

山
梨
県
知
事

後
　
　
藤
　
　
　
　
　
斎

山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

定
価（
消
費
税
込
）一
箇
年
　
一
七
、二
八
〇
円
（
郵
送
料
を
含
む
。）

一

山
梨
県
公
報
平
成
二
十
八
年

十
二
月
二
十
八
日

号
外
第
七
十
号

水　曜　日

１
　
決
算
の
認
定
に
係
る
議
会
の
議
決
　
認
定

２
　
平
成
27年
度
山
梨
県
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

三



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

四



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

五



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

六



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

七

３
　
平
成
27年
度
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

八



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

九



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
〇

４
　
平
成
27年
度
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
一

５
　
平
成
27年
度
山
梨
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
二

６
　
平
成
27年
度
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
三

７
　
平
成
27年
度
山
梨
県
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
四



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
五

８
　
平
成
27年
度
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
六

９
　
平
成
27年
度
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
七

10
平
成
27年
度
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
八

11
平
成
27年
度
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

一
九

12
平
成
27年
度
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
〇



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
一

13
平
成
27年
度
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
二

14
平
成
27年
度
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
三



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
四

15
監
査
委
員
の
意
見

平
成
28年

9月
9日

山
梨
県
知
事
　
後
　
　
藤
　
　
　
　
　
斎
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
小
　
　
野
　
　
　
　
　
浩

山
梨
県
監
査
委
員
　
小
　
　
泉
　
　
久
　
　
司

山
梨
県
監
査
委
員
　
渡
　
　
邉
　
　
英
　
　
機

山
梨
県
監
査
委
員
　
白
　
　
壁
　
　
賢
　
　
一

平
成
27年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

地
方
自
治
法
第
２
３
３
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
平
成
27年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

平
成
27年

度
歳
入
歳
出
決
算
審
査
意
見
書

第
1
審
　
査
　
の
　
対
　
象

平
成
27年

度
　
　
山
　
梨
　
県
　
一
　
般
　
会
　
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計

平
成
27年

度
　
　
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計

第
2
審
　
査
　
の
　
期
　
間

平
成
28年

8月
12日

か
ら
平
成
28年

9月
8日
ま
で
　

第
3
審
　
査
　
の
　
手
　
続

審
査
に
当
た
っ
て
は
、

１
　
決
算
の
計
数
は
、
関
係
諸
帳
票
及
び
証
拠
書
類
等
と
符
合
し
正
確
で
あ
る
か



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
五

２
　
予
算
の
執
行
は
、
議
決
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
か
つ
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か

３
　
財
務
に
関
す
る
事
務
は
、
財
務
規
則
及
び
関
係
法
令
等
に
適
合
し
て
公
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か

４
　
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か

な
ど
の
諸
点
に
主
眼
を
お
き
、
決
算
報
告
書
、
諸
帳
票
及
び
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る
と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を
踏

ま
え
決
算
審
査
を
行
っ
た
。

第
４
　
決
　
算
　
の
　
状
　
況

１
　
決
算
規
模

一
般
会
計
の
歳
入
額
は
4,742億

5,370万
7,621円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2.3％

減
少
し
、
歳
出
額
は
4,680億

2,610万
4,908円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1.5％

減
少
し
た
。

恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11の

特
別
会
計
の
歳
入
額
は
、
2,941億

9,865万
6,138円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
4.2％

減
少
し
、
歳
出
額
は
2,824億

8,516万
3,137円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

4.4％
減
少
し
た
。

２
　
決
算
収
支

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
で
あ
る
形
式
収
支
は
、
62億

2,760万
2,713円

、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
、
35億

3,042万
7,326円

で
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

ま
た
、
実
質
収
支
か
ら
前
年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
は
、
5億
3,985万

1,790円
の
黒
字
と
な
り
、
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
立
2,838万

11円
を
加
算
し
た
実
質
単
年
度
収
支
も
、
5

億
6,823万

1,801円
の
黒
字
と
な
っ
た
。

特
別
会
計
の
形
式
収
支
は
、
117億

1,349万
3,001円

、
実
質
収
支
は
115億

4,802万
4,388円

で
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

な
お
、
単
年
度
収
支
及
び
実
質
単
年
度
収
支
は
、
1億
5,597万

1,319円
の
黒
字
と
な
っ
た
。

第
５
　
審
査
の
結
果
及
び
意
見

一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
関
係
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
及
び
指
定
金
融
機
関
等
の
残
高
証
明
書
の
計
数
と
合
致
し
て
お
り
、
ま
た
、
予
算
の
執
行
、
財
務
に
関
す
る
事
務
及
び
財
産
の
管

理
は
、
概
ね
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。

一
方
、
以
下
に
記
載
す
る
各
項
目
に
お
い
て
述
べ
る
よ
う
に
、
留
意
又
は
改
善
す
べ
き
事
項
が
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
こ
れ
ら
に
適
切
に
対
処
し
、
よ
り
一
層
、
効
率
的
、
効
果
的
な
財
政
運
営
を
心

が
け
、
県
民
福
祉
の
向
上
に
努
力
さ
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。

１
　
一
般
会
計
に
つ
い
て

（
１
）
歳
入

①
歳
入
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
110億

1,891万
1,408円

（
2.3％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
主
に
、
県
税
が
122億

6,955万
3,634円

、
地
方
消
費
税
清
算
金
が
132億

6,715万
3,868円

増
加
し
た
も
の
の
、
繰
入
金
が
公
共
施
設
整
備
等
事
業
基
金
か
ら
の
繰
入
額
減
少
な
ど
150億

2,090万
5,271円

、
県
債
が
一
般
補
助
事
業
債
の
減
少
な
ど
89億

1,280万
円
、
国
庫
支
出
金
が
土
木
費
国
庫
補
助
金
の
減
少
な
ど
55億

5,098万
2,227円

減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
歳
入
状
況
を
自
主
財
源
と
依
存
財
源
で
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、
自
主
財
源
が
43.6％

、
依
存
財
源
が
56.4％

と
な
っ
て
お
り
、
自
主
財
源
比
率
は
前
年
度
と
比
較
し
て

2.4ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
。

我
が
国
の
経
済
状
況
は
、
平
成
28年

8月
に
内
閣
府
が
公
表
し
た
月
例
経
済
報
告
に
よ
る
と
、「
景
気
は
、
こ
の
と
こ
ろ
弱
さ
も
み
ら
れ
る
が
、
緩
や
か
な
回
復
基
調
が
続
い
て
い
る
。」
と
さ
れ

て
い
る
。

同
様
に
本
県
経
済
情
勢
に
つ
い
て
も
、
雇
用
情
勢
の
改
善
が
続
く
中
で
、
景
気
が
持
ち
直
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
が
、
海
外
景
気
の
下
振
れ
懸
念
に
引
き
続
き
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
う
し
た
経
済
動
向
の
中
で
、
県
の
財
政
基
盤
の
安
定
を
図
る
た
め
、
企
業
誘
致
な
ど
県
内
経
済
の
活
性
化
を
図
る
施
策
を
積
極
的
に
推
進
し
、
県
税
を
は
じ
め
と
し
た
自
主
財
源
の
充
実
、
確



山
梨
県
公
報
号
外

第
七
十
号
　
　
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日

二
六

保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

同
時
に
、
地
方
税
財
源
の
充
実
強
化
と
地
方
交
付
税
の
必
要
額
の
確
保
を
引
き
続
き
国
に
要
望
さ
れ
た
い
。

②
県
債
発
行
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
89億

1,280万
円
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
年
度
末
残
高
は
、
前
年
度
末
の
1兆
5億
4,702万

6,202円
か
ら
170億

5,215万
2,792円

減
少
し
9,834億

9,487万
3,410円

と
な
っ
た
。

こ
れ
は
、
単
独
事
業
債
が
36億

9,900万
円
増
加
し
た
も
の
の
、
一
般
補
助
事
業
債
が
84億

7,300万
円
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
42億

2,380万
円
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
県
債
残
高
は
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
多
額
の
県
債
残
高
は
、
後
年
度
の
財
政
負
担
と
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
要
因
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
県
債
残
高

の
着
実
な
削
減
を
図
ら
れ
た
い
。

ま
た
、
臨
時
財
政
対
策
債
に
つ
い
て
も
、
交
付
税
措
置
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
も
の
の
県
の
債
務
と
な
る
こ
と
か
ら
、
必
要
な
交
付
税
の
措
置
と
償
還
財
源
の
確
保
を
国
に
要
望
さ
れ
た
い
。

③
不
納
欠
損
額
は
、
1億
9,281万

4,914円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
9,632万

6,761円
（
33.3％

）
減
少
し
て
い
る
。

不
納
欠
損
処
分
は
、
債
権
管
理
の
効
率
性
や
決
算
に
お
け
る
債
権
の
適
正
な
表
示
を
行
う
意
味
か
ら
、
時
効
の
成
立
等
に
よ
り
徴
収
が
で
き
な
い
と
認
定
さ
れ
た
も
の
な
ど
、
や
む
を
得
な
い
も

の
で
は
あ
る
が
、
財
源
確
保
や
公
平
性
の
観
点
か
ら
常
に
債
権
の
実
態
把
握
に
努
め
る
と
と
も
に
、
時
効
期
限
が
到
来
し
た
債
権
な
ど
に
つ
い
て
は
、
速
や
か
に
手
続
き
を
行
う
な
ど
、
適
切
に
対

応
さ
れ
た
い
。

④
収
入
未
済
額
は
、
30億

6,568万
4,871円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,141万

5,694円
（
0.4％

）
減
少
し
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
県
税
の
収
入
未
済
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
6,351万

8,412円
減
少
し
18億

9,684万
7,078円

で
あ
る
。
そ
の
主
な
も
の
は
、
個
人
県
民
税
14億

3,837万
4,876円

、
不
動
産
取
得

税
2億
10万

6,462円
及
び
自
動
車
税
1億
6,824万

1,420円
で
あ
る
。

高
額
徴
収
猶
予
案
件
（
1億
4千
万
円
余
）
が
あ
っ
た
不
動
産
取
得
税
が
１
億
800万

7,856円
増
加
し
た
も
の
の
、
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
市
町
村
と
の
連
携
の
効
果
な
ど
に
よ
り
、
１
億
1,945

万
2,035円

減
少
し
、
県
税
の
収
入
未
済
額
は
減
少
し
て
い
る
。

県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
5,210万

2,718円
増
加
し
11億

6,883万
7,793円

で
あ
る
。
そ
の
主
な
も
の
は
、
県
営
住
宅
使
用
料
３
億
6,618万

5,839円
、
行
政
代
執
行
に

係
る
費
用
１
億
9,282万

3,458円
及
び
不
当
利
得
返
還
請
求
1億
5,591万

7,035円
で
あ
る
。

調
定
額
に
対
す
る
収
入
率
は
99.3％

と
前
年
度
と
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、
収
入
未
済
額
は
、
引
き
続
き
多
額
で
あ
る
。
債
権
の
回
収
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
確
保
や
公
平
性
の
観
点

か
ら
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
今
後
と
も
、
新
た
な
未
収
金
の
発
生
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、
滞
納
初
期
に
お
け
る
き
め
細
か
な
状
況
把
握
や
交
渉
な
ど
に
よ
り
、
債
権
の
早
期
回
収
に
向
け
た
取
組

を
進
め
ら
れ
た
い
。
ま
た
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
な
ど
に
基
づ
く
厳
正
な
債
権
管
理
を
行
い
、
収
入
未
済
額
の
解
消
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

（
２
）
歳
　
出

①
歳
出
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
70億

7,796万
7,740円

（
1.5％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
主
に
、
民
生
費
が
24億

3,310万
7,938円

、
基
金
積
立
金
や
市
町
村
へ
の
地
方
消
費
税
交
付
金
の
増
な
ど
に
よ
り
諸
支
出
金
が
174億

3,746万
1,825円

増
加
し
た
も
の
の
、
土
木
費
が

140億
4,031万

4,740円
、
農
林
水
産
業
費
が
39億

4,858万
9,293円

、
衛
生
費
が
32億

9,020万
5,946円

、
総
務
費
が
32億

7,127万
7,529円

減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

性
質
別
決
算
状
況
を
み
る
と
、
行
政
経
費
は
2,429億

7,437万
7,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
150億

8,400万
5,000円

（
6.6％

）
増
加
し
た
。

こ
れ
は
、
人
件
費
や
補
助
費
等
の
増
加
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
51.9％

と
前
年
度
よ
り
3.9ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

投
資
的
経
費
は
859億

9,971万
6,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
258億

5,984万
2,000円

（
23.1％

）
減
少
し
た
。

こ
れ
は
、
補
助
事
業
費
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
18.4％

と
前
年
度
よ
り
5.1ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

公
債
費
は
863億

1,073万
1,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
9億
2,807万

8,000円
（
1.1％

）
増
加
し
、
構
成
比
は
18.4％

と
前
年
度
よ
り
0.4ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
償
還
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

今
後
と
も
、
公
債
費
や
人
件
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
の
適
切
な
管
理
に
努
め
、
財
政
の
硬
直
化
の
抑
制
を
図
ら
れ
た
い
。

②
翌
年
度
繰
越
額
は
129事

業
、
253億

7,756万
4,669円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
27事

業
、
76億

9,236万
4,844円

（
23.3％

）
減
少
し
て
い
る
。
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こ
れ
は
、
平
成
26年

度
に
お
い
て
は
、
平
成
26年

2月
の
豪
雪
の
雪
害
対
策
に
係
る
多
額
の
明
許
繰
越
が
あ
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

内
訳
は
、
継
続
費
逓
次
繰
越
3事
業
、
6億
5,182万

8,471円
、
繰
越
明
許
費
106事

業
、
242億

4,572万
7,353円

、
事
故
繰
越
20事

業
、
4億
8,000万

8,845円
で
あ
る
。

今
後
と
も
、
計
画
的
な
事
業
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
繰
越
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
迅
速
か
つ
効
率
的
に
実
施
さ
れ
た
い
。

③
不
用
額
は
177億

2,398万
9,936円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
商
工
費
が
50億

8,115万
7,919円

、
農
林
水
産
業
費
が
40億

6,638万
4,127円

で
あ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
23億

6,596万
4,545円

（
15.4％

）
増
加
し
て
い
る
。

今
後
と
も
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
に
活
用
で
き
る
よ
う
適
切
に
予
算
計
上
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
経
費
の
節
減
に
努
め
る
中
で
、
事
業
の
目
的
に
沿
っ
た
計
画
的
な
事
業
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

２
　
特
別
会
計
に
つ
い
て

①
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11会

計
の
歳
入
総
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
129億

8,519万
5,745円

（
4.2％

）
の
減
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
総
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
131億

290万
3,202円

（
4.4％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

②
　
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
差
し
引
い
た
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
1,770万

7,457円
（
1.0％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

③
　
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
１
億
6,546万

8,613円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
115億

4,802万
4,388円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
5,597万

1,319円
（
1.4％

）
増
加
し
て
い
る
。

④
不
納
欠
損
額
は
174万

円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,135万

4,500円
（
86.7％

）
減
少
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
係
る
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
貸
付

金
償
還
金
の
う
ち
、
5年
間
の
時
効
期
間
が
経
過
し
、
か
つ
時
効
援
用
書
が
提
出
さ
れ
た
債
権
に
つ
い
て
、
不
納
欠
損
処
分
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。

不
納
欠
損
処
分
は
、
債
権
管
理
の
効
率
性
や
決
算
に
お
け
る
債
権
の
適
正
な
表
示
を
行
う
意
味
か
ら
、
時
効
の
成
立
等
に
よ
り
徴
収
が
で
き
な
い
と
認
定
さ
れ
た
も
の
な
ど
、
や
む
を
得
な
い
も

の
で
は
あ
る
が
、
財
源
確
保
や
公
平
性
の
観
点
か
ら
、
個
別
に
債
務
者
等
の
実
態
把
握
に
努
め
、
時
効
の
中
断
を
図
る
な
ど
の
債
権
管
理
を
行
っ
た
上
で
、
必
要
に
応
じ
て
速
や
か
に
不
納
欠
損
処

分
の
手
続
き
を
行
う
な
ど
、
適
切
に
対
応
さ
れ
た
い
。

⑤
収
入
未
済
額
の
総
額
は
、
5億
8,632万

6,195円
で
あ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,895万

4,831円
（
3.3％

）
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
は
主
と
し
て
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
お
い
て

2,181万
6,447円

増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
が
、
過
年
度
分
が
減
少
し
た
も
の
の
、
2,774万

5,712円
の
現
年
度
分
の
増
加
が
大
き
な
要
因
と
な
っ
て
い
る
。

債
権
の
回
収
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
確
保
や
公
平
性
の
観
点
か
ら
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
今
後
と
も
、
新
た
な
未
収
金
の
発
生
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、
滞
納
初
期
に
お
け
る
き
め

細
か
な
状
況
把
握
や
交
渉
等
に
よ
り
、
債
権
の
早
期
回
収
に
向
け
た
取
組
を
進
め
ら
れ
た
い
。
ま
た
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
く
厳
正
な
債
権
管
理
を
行
い
、
収
入
未
済
額

の
解
消
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

収
入
未
済
額
の
内
訳

恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

3,746万
4,785円

（
53件

）
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

1億
3,179万

9,272円
（
260件

）
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

2億
5,019万

1,460円
（
10件

）
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

1億
4,336万

6,096円
（
23件

）
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

2,350万
4,582円

（
5件
）

⑥
各
会
計
の
実
質
収
支
額
推
移
状
況
は
次
の
表
の
と
お
り
で
あ
り
、
平
成
27年

度
の
総
額
は
、
115億

4,802万
4,388円

と
前
年
度
と
比
較
し
て
増
加
し
て
い
る
。
実
質
収
支
総
額
の
う
ち
、
中
小
企

業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
（
37億

円
余
）
と
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計
（
37億

円
余
）
で
全
体
の
64.6％

（
74億

円
余
）
を
占
め
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計
か
ら
3億

円
を
一
般
会
計
に
繰
り
出
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
後
も
、
特
別
会
計
内
に
留
保
し
て
い
る
資
金
に
つ
い
て
は
、
財
源
の
有
効
活
用
の
観
点
か
ら
必
要
に
応
じ
一
般
会
計
に
繰
り
出
す
な
ど
、

予
算
管
理
と
執
行
に
留
意
さ
れ
た
い
。

3
財
産
に
つ
い
て

①
普
通
財
産
に
係
る
未
利
用
地
に
つ
い
て
は
、
平
成
27年

度
は
、
1件
、
2,495.68㎡

を
有
効
利
用
す
る
一
方
、
平
成
27年

度
中
に
新
た
に
未
利
用
地
と
な
っ
た
も
の
は
な
い
た
め
、
25件

、
9万
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2,654.47㎡
が
残
さ
れ
て
い
る
。
未
利
用
地
の
有
効
利
用
の
推
進
に
引
き
続
き
努
力
さ
れ
た
い
。

②
公
共
事
業
に
伴
う
取
得
用
地
の
当
年
度
分
未
登
記
筆
数
は
82筆

で
あ
り
、
前
年
度
の
208筆

に
比
べ
て
126筆

減
少
し
て
い
る
。
ま
た
、
過
年
度
分
未
登
記
筆
数
に
つ
い
て
は
、
平
成
27年

度
末
累

計
で
2,703筆

と
前
年
度
よ
り
132筆

減
少
し
て
い
る
。

取
得
用
地
の
登
記
に
つ
い
て
は
、「
過
年
度
未
登
記
処
理
方
針
」
を
策
定
し
、
未
登
記
の
解
消
に
努
め
て
お
り
、
こ
こ
数
年
で
着
実
に
減
少
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
依
然
と
し
て
多
く
の

未
登
記
筆
が
残
さ
れ
て
い
る
。
県
有
財
産
の
適
正
管
理
の
観
点
か
ら
、
未
登
記
の
解
消
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

③
平
成
27年

度
の
財
産
に
関
す
る
調
書
に
お
い
て
、
土
地
や
面
積
の
増
減
高
に
つ
い
て
、
実
測
に
よ
る
訂
正
が
い
く
つ
か
含
ま
れ
て
い
た
。

ま
た
、
公
有
財
産
事
務
取
扱
規
則
の
規
定
に
よ
り
、
購
入
（
取
得
）、
処
分
、
貸
付
、
行
政
財
産
の
使
用
許
可
及
び
財
産
の
借
受
に
あ
た
っ
て
は
、
直
ち
に
移
動
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
な

っ
て
い
る
が
、
昨
年
度
に
実
施
し
た
定
例
監
査
に
お
い
て
は
、
提
出
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
16件

あ
っ
た
。

財
産
の
的
確
な
把
握
は
、
財
産
管
理
の
基
本
で
あ
り
、
有
効
活
用
に
も
資
す
る
こ
と
か
ら
、
今
後
も
適
切
な
事
務
の
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

４
　
財
政
運
営
に
つ
い
て

①
本
県
の
一
般
会
計
の
歳
入
に
お
い
て
は
、
県
税
等
の
増
加
に
よ
り
自
主
財
源
は
前
年
度
と
比
較
し
て
69億

2,710万
1,817円

増
加
し
た
も
の
の
、
依
存
財
源
が
県
債
や
国
庫
支
出
金
の
減
少
な
ど

に
よ
り
179億

4,601万
3,225円

減
少
し
た
た
め
、
歳
入
総
額
が
4,742億

5,370万
7,621円

と
な
り
、
前
年
度
よ
り
も
110億

1,891万
1,408円

減
少
し
た
。

歳
出
面
で
は
、
土
木
費
に
つ
い
て
は
、
平
成
25年

度
の
大
型
補
正
に
よ
る
明
許
繰
越
や
豪
雪
で
の
事
故
繰
越
等
に
係
る
事
業
が
平
成
26年

度
に
お
お
む
ね
完
了
し
た
た
め
、
前
年
度
と
比
較
し
て

140億
4,031万

4,740円
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
歳
出
総
額
が
4,680億

2,610万
4,908円

と
な
り
、
前
年
度
よ
り
も
70億

7,796万
7,740円

減
少
し
た
。

平
成
27年

12月
に
策
定
さ
れ
た
「
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
や
ま
な
し
総
合
計
画
」
に
お
い
て
、
効
果
的
な
県
財
政
運
営
の
推
進
に
向
け
て
、
県
税
徴
収
率
の
向
上
や
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
を
は

じ
め
、
出
資
法
人
の
改
革
や
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の
推
進
な
ど
を
主
な
施
策
・
事
業
と
し
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
取
り
組
み
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
政
策
の
実
現
に
必
要
な
財
源
の
持
続
的
な
確
保

を
図
ら
れ
た
い
。

ま
た
、
県
有
財
産
の
有
効
利
用
に
つ
い
て
は
、
未
利
用
地
の
売
却
や
一
時
貸
付
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、
定
期
借
地
権
や
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
の
対
象
の
拡
大
を
検
討
す
る
な
ど
、
自
主
財

源
の
確
保
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

②
財
政
調
整
基
金
、
県
債
管
理
基
金
及
び
公
共
施
設
整
備
等
事
業
基
金
の
主
要
3基
金
の
平
成
27年

度
出
納
整
理
期
間
後
の
残
高
合
計
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
112億

495万
547円

（
14.6％

）
増

加
し
、
882億

855万
3,615円

と
な
っ
て
い
る
。

基
金
の
運
用
に
つ
い
て
は
、
預
貯
金
を
は
じ
め
債
権
等
の
金
融
商
品
が
過
去
に
な
い
低
金
利
で
運
用
益
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
複
数
の
基
金
を
ま
と
め
て
運
用
す
る
な
ど
新
た
な
運

用
方
法
を
検
討
し
て
、
主
要
基
金
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
積
み
立
て
た
基
金
の
有
効
活
用
に
努
め
ら
れ
た
い
。

③
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
は
、
退
職
者
増
に
伴
う
退
職
手
当
の
増
加
や
、
人
事
委
員
会
勧
告
に
よ
る
期
末
勤
勉
手
当
の
引
き
上
げ
な
ど
に
よ
り
人
件
費
が
増
加
し
た
一
方
、
法

人
二
税
や
地
方
消
費
税
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
1.1ポ

イ
ン
ト
低
下
（
改
善
）
し
て
92.3％

と
な
っ
た
が
、
依
然
と
し
て
高
止
ま
り
の
状
況
に
あ
る
。

経
常
収
支
比
率
の
増
加
は
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
こ
と
に
な
り
、
財
源
の
重
点
的
、
政
策
的
な
投
資
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
か
ら
、
義
務
的
経
費
の
抑
制
と
と
も
に
、
県
税
等
一
般
財
源
の
確
実

な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

④
実
質
公
債
費
比
率
に
つ
い
て
は
、
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
に
よ
り
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
元
利
償
還
金
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
15.9％

と
前
年
度
と
比
較
し
て
0.3ポ

イ
ン
ト
低

下
（
改
善
）
し
て
い
る
。

実
質
公
債
費
比
率
は
、
地
方
債
の
発
行
に
総
務
大
臣
の
許
可
が
必
要
と
な
る
18％

を
下
回
っ
て
い
る
も
の
の
、
県
債
等
残
高
の
増
加
は
、
財
政
の
一
層
の
硬
直
化
を
招
く
こ
と
か
ら
、
県
債
の
発

行
に
当
た
っ
て
は
、
将
来
的
な
財
政
運
営
の
観
点
か
ら
も
、
よ
り
慎
重
に
意
思
決
定
を
行
う
よ
う
努
め
ら
れ
た
い
。

⑤
将
来
負
担
比
率
に
つ
い
て
は
、
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
に
よ
り
地
方
債
残
高
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
202.4％

と
前
年
度
と
比
較
し
て
10.8ポ

イ
ン
ト
低
下
（
改
善
）
し
て
い
る
。

ま
た
、
将
来
負
担
額
に
算
入
さ
れ
た
出
資
法
人
の
中
で
、
国
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
き
経
営
改
革
プ
ラ
ン
を
策
定
し
た
主
要
5法
人
に
係
る
負
債
額
等
は
226億

円
余
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

10億
円
余
減
少
し
て
い
る
が
、
引
き
続
き
当
該
出
資
法
人
の
経
営
状
況
を
注
視
し
、
各
法
人
が
経
営
改
革
プ
ラ
ン
を
着
実
に
実
行
す
る
こ
と
で
負
債
額
の
削
減
に
努
め
る
と
と
も
に
、
県
債
等
残
高


